
公 告

令和５年度緑川ダム管理所管内における災害時等応急対策（光ケーブル関係等）に関する基本協定の締結

次のとおり公告します。

令和５年１月２６日

国土交通省 九州地方整備局

緑川ダム管理所長 松岡 忠浩

１．基本協定の概要等

（１）基本協定の目的

令和５年度緑川ダム管理所管内における災害時等応急対策（光ケーブル関係等）に関する基本協

定（以下「本協定」という。）は、緑川ダム管理所（以下、「当事務所」という。）の直轄管理区間、

または、「九州地方整備局防災業務計画」に基づき災害対策本部長、災害支援本部長もしくは、応

援対策本部長（九州地方整備局長）から出動命令があった場合は、当事務所の直轄管理区間以外（他

の直轄事務所、他の地方整備局、地方自治体）において発生した災害等の応急対策に関し、あらか

じめ特定の企業と協定を締結することにより、緊急時に応急復旧工事等を迅速に実施し、災害等の

拡大防止と施設被害の早期復旧に資することを目的とする。

（２）協定対象区域及び協定対象企業数等

本協定の対象は、「光ケーブル関係等部門」とし、公募する協定対象区域及びその協定対象企業

数は、下表のとおりである。

また、「九州地方整備局防災業務計画」に基づき災害対策本部長、災害支援本部長もしくは応援

対策本部長（九州地方整備局長）から応援依頼があった場合は、当事務所の直轄管理区間以外（他

の直轄事務所、他の地方整備局、地方自治体）において発生した災害等の応援を要請する場合があ

る。

対 象 部 門 協 定 対 象 区 域 協定対象企業数

緑川ダム管理所管内

光ケーブル関係等 ※緑川ダム管内光ケーブル敷設平面図 ５社程度

を参照(図-１)

（３）作業内容

緑川ダム管理所の直轄管理区間及び災害対策本部長、災害支援本部長もしくは応援対策本部長（九

州地方整備局長）から出動指示された場所において発生した災害の応急対策（光ケーブルの災害復

旧を主とする）に関し、これに必要な電気通信関連機材、資材及び労力等を確保し、応急復旧作業

を実施するものである。

（４）協定期間

令和５年４月１日（予定） ～ 令和６年３月３１日



（５）協定を締結する企業の特定

本協定を締結する企業は、本協定の締結を希望する企業より特定する。

１）本協定の締結を希望する企業は、技術資料を提出するものとする。

２）提出する技術資料は、次のとおりとする。

① 災害を想定した簡易な施工計画

② 工事基地の位置

③ 光ケーブル敷設工事・移設工事の実績

④ 企業の実績（地域貢献等）

⑤ その他評価すべき事項

⑥ 配置可能技術者の資格等

⑦ 資機材等の調達

３）提出された技術資料を基に総合的な評価によって協定対象企業を特定する。

ただし、「２．参加資格要件」に該当しない者については特定しない。

（６）本協定締結後の工事等の請負契約

１）本協定締結後に災害が発生した場合等にあって、当事務所が工事等の実施が必要と判断した

場合は、当事務所は、協定を締結した企業（以下「協定企業」という。）に対して、必要となる

工事等の実施の要請を行うものとし、あわせて両者は、工事等の請負契約を速やかに締結するもの

とする。

２）本協定を締結した場合でも、災害等の発生がなかった場合は、工事等は行わない。

２．参加資格要件

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）（以下「予決令」という。）第７０条及び第

７１条の規定に該当しない者であること。

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、

手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けて

いること。

また、会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手

続開始の申立てがなされている者（上記の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

（３）技術資料の提出期間中において、九州地方整備局長から工事請負契約に係る指名停止等の措置要領

（昭和５９年３月２９日付け建設省厚第９１号）に基づく指名停止を受けていないこと。

（４）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配又はこれに準ずるものとして、国土交通省発注

工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

（５）当事務所の直轄管理区間において、災害等の発生に伴う協力要請があった場合、当事務所へ配置予

定技術者（主任技術者等）が概ね２時間以内に到着できる体制を確保できること。



（６）直轄管理区間以外（他の直轄事務所、他の地方整備局、地方自治体）において、災害等の発生

に伴う協力要請があった場合に備え、人材等の体制が確保できること。

（７）九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度の通信設備工事に係る一般競争

（指名競争）参加資格の申請を行っていること。

また、九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度の通信設備工事に係る

一般競争（指名競争）参加資格の認定を令和５年４月１日時点において受けていること。

なお、認定されていない者は、当該協定を無効とする。

（８）建設業法に基づく営業所等（一般競争（指名競争）参加資格審査申請書に記載された本店又は

支店等営業所の住所による）が、九州地方整備局管轄区域の内、福岡県、佐賀県、長崎県、大分

県、熊本県、宮崎県又は鹿児島県内に所在すること。

（９）災害を想定した簡易な施工計画が適切であること。

（10）本協定に基づく請負契約を取り交わす時点において、法定外労働災害補償制度に加入している

こと。当補償制度については、元請・下請を問わず補償できる保険であること。なお、法定外労

働災害補償には、工事現場単位で臨時加入する方式と、直前１年間の完成工事高により掛金を算

出し保険期間内の工事を保険対象とする方式とがあるが、いずれの方式であっても差し支えない。

（11）経常建設共同企業体にあっては、九州地方整備局（港湾空港関係を除く。）における令和５・

６年度の通信設備工事に係る一般競争（指名競争）参加資格の申請の鑑の写し添付すること。

なお、令和６年３月３１日まで経常建設共同企業体の解散及び各構成員の変更をしないこと。

また、経常建設共同企業体とその構成員単体での重複参加は認めない。

（12）平成１９年度以降に完成した、元請けとして次に掲げる要件を満たす工事の施工実績を有する

こと。

① 国の機関（事業団、特殊会社、独立行政法人及び特殊法人等改革基本法の対象法人を含む。）

又は地方公共団体が発注した光ケーブル敷設工事又は光ケーブル移設工事の施工実績を有す

ること。なお、当該実績が大臣官房官庁営繕部又は地方整備局が発注した工事に係る実績で

あ る場合にあっては、工事成績評定通知書の評定点が６５点未満であるもの又は工事成績

評定の通知を受けていないものを除く。

３．基本協定に関する手続等

（１） 担当部局

〒８６１－４７０３

熊本県下益城郡美里町畝野３４５６

国土交通省 九州地方整備局 緑川ダム管理所

担当 ： 電気通信係

電話 ０９６４－４８－０２１６

（２） 技術資料等説明書の交付期間、場所及び方法

① 交付期間： 令和５年１月２６日（木）から令和５年２月１７日（金）までの土曜日、

日曜日及び祝日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。



② 交付場所： 〒８６１－４７０３ 熊本県下益城郡美里町畝野３４５６

国土交通省九州地方整備局 緑川ダム管理所 電気通信係

③ 交付方法： 手渡しにより、交付する。技術資料の様式を電子データにて取得したい者は、

記録媒体（ＣＤ－Ｒ）を持参すること。

（３） 技術資料の提出期間、場所及び方法

① 提出期間： 令和５年１月２６日（木）から令和５年２月１７日（金）までの土曜日、日曜

日及び祝日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。

② 提出場所： 上記３（２）② に同じ。

③ 提出方法： 持参又は郵送等により提出する。

郵送は書留郵便に限る。宅送は書留郵便と同等のものに限る。

提出期間内に必着。

４．その他

技術資料の作成要領の詳細については、「技術資料等説明書」による。



緑川ダム管内 光ケーブル敷設平面図（協定対象区域）

SM120C+DSF20C‐SSF(電柱共架) SM20C‐SSF(電柱共架)

SM120C+DSF20C‐SSF(地中管路)：361m SM20C‐SSF(地中管路)：1189m
SM20C‐SSF(橋梁添架)：290m

SM20C‐SSF(地中管路)：402m

上流端：津留水位観測下流端：熊本県上益城郡甲佐町大字上揚地先

（九電柱945ﾌ691）

SM120C+DSF20C‐SSF(地中管路)：230m

緑川ダム管理所

図－１


